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平成19年度から「緊急医師確保対策」への取り組みが行われ，医学部定員が拡大されている。
しかし，平成16年から始まった医師臨床研修制度や平成11年に横浜市大での医療事故以後，医
療を取り巻く環境に大きな変化が起こり，医師の意識も年代ごとに大きく違いがあると考えら
れる。そのため，医師偏在の現状と対策，勤務条件・職場環境，職場選択要因についての考え
方を把握し，それぞれに関して世代間の違いの検証も行い，医師の偏在への対策を検討する上
での基礎資料とすることを目的とした。
臨床研修病院130病院に調査協力を依頼し，そのうち応諾いただいた26病院に所属する勤務

医と研修医を対象にアンケート調査を行った。調査内容は，対象者の基本属性（年齢，性別な
ど），現状あるいは偏在対策に対する考え方，妥当と考える派遣年数等，勤務条件に対する希
望や許容の範囲，職場環境についての考え方とし，検定を行った。
コメディカルとの協働に関してはすべての年齢層の80％以上が「コメディカルも積極的に意

見を言えるような職場環境が良い」という項目にやや近いと回答している。ワーク・ライフ・
バランスへの配慮に関しては，若い医師ほど「仕事と家庭が両立出来てこそ医師としてよい仕
事が出来ると思う」を選択しており有意に高かった。中堅医師の開業による医師不足対策では，
「医師数を増やして余裕のある勤務体制にする」「中堅勤務医の給与を引き上げる」を選択し
ている者が多く，「チーム医療により個人の負担を軽減する」「シフト勤務等導入による連続勤
務時間短縮」という回答が若手医師で有意に高く，特に産科や小児科など夜間も昼間と同様に
忙しい診療科ではこのようなシフト勤務への取り組みも対策の１つとして考えられる。
勤務医は，へき地への派遣にはローテーション勤務の確立が望ましいと考え，臨床現場にお

いては，シフト勤務，女性医師が産休・育休も取れる体制，訴訟リスクの低減を必要としてい
ることが明らかになった。

病院勤務医，職場環境，勤務条件，対策

Ⅰ

わが国の医師需給政策は，昭和40年代までは
「１県１医大構想」による医師養成の強化，昭
和60年代以降は将来の医師過剰の推計に基づい
て医学部の入学定員削減が行われてきた。厚生
労働省に設置された検討会がまとめた「医師の

需給に関する報告書（平成18年７月）」1)では，
平成34（2022）年にはマクロ的には医師の需給
が均衡するとしている。しかしながら，地域別
や診療科別での医師の偏在という問題は，必ず
しも是正の方向にあるとはいえない。
平成19年に医師数の増加が閣議決定され，同
年８月に「緊急医師確保対策」に関する取り組
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（単位 人，（ ）内％）

年齢別４区分

25～34歳 35～44 45～54 55～64
ｐ値

回答数
性別 ＊＊＊
男性
女性

配偶者有無 ＊＊＊
いる
いない

子どもと同居
乳幼児期（0～4歳） ＊＊＊
学齢期（5～14歳） ＊＊＊
青年期以降（15歳以上） ＊＊＊
なし ＊＊＊

勤務先の規模
500床未満の病院
500床以上の病院
その他

勤務先の地域
東京23区・政令市
政令市以外の市
郡・町・村

年収 ＊＊＊
1,000万円未満
1,000万円以上1,250万円未満
1,250万円以上1,500万円未満
1,500万円以上1,750万円未満
1,750万円以上2,000万円未満
2,000万円以上

夜間当直回数 ＊＊＊
当直なし
月２回以内
月３～４回
月５回以上

臨床研修医への指導 ＊＊
研修医を指導することがある
研修医を指導することはない

専門とする診療科（複数回答可）
内科
呼吸器科
消化器科
循環器科
小児科
精神科
外科 ＊
整形外科
産婦人科
眼科
皮膚科
泌尿器科
放射線科
麻酔科
その他

医局 ＊＊＊
所属している
所属していないが，つながりが深い
所属していないし，つながりも深くない

大学からの派遣 ＊＊＊
派遣である
派遣ではないが，つながりが深い
派遣ではないし，つながりも深くない

親の職業
親が開業医
親が勤務医
親が医師以外の医療従事者
医療従事者以外の職業

注 1) 2 検定
2) 太字は年齢別の１番目に多いもの
3) ＊＜0.05，＊＊＜0.01，＊＊＊＜0.001，
4) 構成割合は各年齢階級の合計から無回答を減じたものを母数として算出した。
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みを，厚生労働省，総務
省，文部科学省の３省に
よる「地域医療に関する
関係省庁連絡会議」で取
りまとめ公表された。具
体的には，平成20年から
医学部定員を拡大するこ
とを決定し，各都道府県
において，平成21年度か
らの最長９年間（公立大
学は平成20年度からの10
年間）に限り，最大５人
（北海道は15人）の増員
を容認している。さらに
医師養成総数の少ない県
（和歌山県－和歌山県立
医科大学，神奈川県－横
浜市立大学）において平
成20年度からの20人まで
の恒久的な増員を容認し
ている2)。
医師の需給に関する研
究は，診療科別の報告3)

や，就労環境と異動希望
の報告4)が行われている
が世代間差の検証は行わ
れていない。平成16年か
ら始まった医師臨床研修
制度や平成11年に横浜市
大での医療事故以後，医
療を取り巻く環境に大き
な変化が起こり，医師の
意識も年代ごとに大きく
違いがあると考えられる。
本調査では勤務医を対
象として，医師偏在の現
状と対策，勤務条件・職
場環境，職場選択要因に
ついての考え方を把握し，
それぞれに関して世代間
の違いの検証も行い，医
師の偏在への対策を検討
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（単位 人，（ ）内％）

年齢別４区分

25～34歳 35～44 45～54 55～64
ｐ値1）

許容できる１週間の勤務時間
（当直を除く）

＊＊＊

週40時間まで
週48時間まで
週56時間まで
週64時間まで
週65時間以上

許容できる１カ月の夜勤当直回数 ＊＊＊
当直なし
月２回まで
月４回まで
月５回以上

許容できる１週間の呼び出し回数
呼び出しなし
週１回まで
週４回まで
週５回以上

許容できる１カ月の委員会への出席回数 ＊＊＊
出席なし
月２回まで
月４回まで
月５回以上

希望する年間の学会への参加回数
なくてよい
年１回
年２回
年３～５回
年６～10回
年11回以上

希望する年間の研修会への参加回数
なくてよい
年１回
年２回
年３～５回
年６～10回
年11回以上

希望する長期休暇期間
なくてよい
７日未満
７～13日
14～20日
21日以上

希望する年収（賞与を含む課税前の額） ＊＊＊
1,000万円未満
1,000万円以上1,250万円未満
1,250万円以上1,500万円未満
1,500万円以上1,750万円未満
1,750万円以上2,000万円未満
2,000万円以上

許容できる片道の通勤時間 ＊
30分まで
１時間まで
１時間30分まで
２時間まで
２時間以上

注 1) 2 検定
2) 太字は年齢別の１番目に多いもの
3) ＊＜0.05，＊＊＜0.01，＊＊＊＜0.001，
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する上での基礎資料とすることを目的として調
査を実施した。 Ⅱ

研修医が多い臨床研修病院を， 医療研修推
進財団が公表している研修医数のデータを基に

リストを作成し，医育
機関以外から上位100
病院，医育機関から上
位30病院をリストアッ
プして，合計130病院
に調査協力を依頼した。
そのうち応諾いただい
た26病院に所属する勤
務医（病院長・副院
長・診療部長クラスを
除く）と研修医を対象
にアンケート調査票を
各病院の担当者から手
渡し配布を行った。調
査期間は，平成19年11
月の１カ月間である。
調査内容は，対象者
の基本属性（年齢，性
別など），現状あるい
は偏在対策に対する考
え方，妥当と考える派
遣年数等，勤務条件に
対する希望や許容の範
囲，職場環境について
の考え方とした。
倫理的配慮としては，
調査は任意であり，個
人や施設が特定できな
い形で示すことなどの
文言を協力依頼文書に
明記し，調査用紙は返
信用封筒に自分で封を
し，投函していただい
た。統計解析には，

14.0を用いた。
研修医と勤務医は別集
計としたので，本報告
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（単位 人，（ ）内％）

産科・小児科
（ｎ＝54）

それ以外
（ｎ＝228）

ｐ値1）

許容できる１カ月の夜勤当直回数 ＊＊＊

当直なし
月２回まで
月４回まで
月５回以上

注 1） 2 検定
2） 太字は１番目に多いもの
3） ＊＜0.05，＊＊＜0.01，＊＊＊＜0.001，
4） は35歳未満の勤務医
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では勤務医の調査結果を10歳ごとの年齢４区
分に分けて分析を行った結果を報告する。

Ⅲ

アンケート送付数は2,436で回収は740
（30.4％）であり，すべて有効回答とした。

年齢構成は男性が25～64歳，女性は25～54
歳であった。男性では35～44歳が最も多く，
女性では25～34歳が最も多かった。すべての年
代で500床以上の病院に勤務している者が80％
以上で，東京23区・政令市，政令市以外の市で
勤務している者が90％以上であった。年収は
25～34歳では1,000万円未満，35～44歳では
「1,000万円以上1,250万円未満」，45～54歳で
は「1,500万円以上1,750万円未満」，55～64歳
では「1,500万円以上1,750万円未満」が最も多
かった。
現在の夜勤当直回数は25～34歳では「月３～

４回」が39.7％，35～44歳では「月２回以内」
40.3％，45～54歳では「月２回以内」33.8％，
55～64歳では「当直なし」が57.1％と最も多
かったが，45～54歳では「月３～４回当直」と
「月２回以内」とがほぼ同じ割合であった。ま
た「月５回以上」の当直を行っている者は25～
34歳では27.7％，35～44歳では17.4％，45～54
歳では8.1％，55～64歳で9.5％であった。
医局に所属している者は，25～34歳では66.7

％，35～44歳では82.9％，45～54歳では83.9％，
55～64歳では68.2％であった。25～34歳では
「医局に所属していないし，つながりも深くな
い」と答えている者が29.4％であった。大学か
らの派遣であると答えている者が，25～34歳で
は53.4％，35～44歳では69.6％，45～54歳では
61.4％，55～64歳では50％であった。25～34歳
では大学からの「派遣でもなく，つながりも深
くない」と答えている者が33.6％であった。

勤務条件に対する希望や許容の範囲において，
許容できる１週間の勤務時間は，25～34歳では
「週56時間まで」，35～54歳では「週48時間ま
で」，55～64歳では「週40時間まで」と年齢が
上がるごとに許容可能な勤務時間は減少し，同
様に「許容できる１カ月の夜勤当直回数」は
25～34歳では「月４回まで」，35～44歳では
「月２回まで」，55～64歳では「当直なし」と
答えた者が多かった。許容できる１カ月の夜勤
当直回数について，産科・小児科医と他の診療
科医と比較した結果，産科・小児科医では「月
４回まで」と答えている者が57.4％であり，他
の診療科医の「月２回まで」と答えている者の
45.6％と比較して有意に高かった（ｐ＜0.001）。

へき地を敬遠する理由はすべての年齢層で
「不便で生活の場としての魅力が少ない」を多
く選択し，35歳以上の医師では「家族がへき地
勤務を嫌がる」と回答する者が多く，配偶者が
おり，子どもと同居している者の約40％がこの
項目を選択していた。25～34歳では「診断や治
療への助言等を受けるのが難しい」と回答して
いる者が多かった。
へき地での医師不足対策ではすべての年齢層
で「ローテーション勤務体制の確立」「給与を
厚くする」と回答した者が多い。
診療科間の医師偏在への対策では，すべての
年齢において「医師不足の診療科を給与面で優

4― ―



（単位 人，（ ）内％）

年齢別４区分3）

25～34歳
（ｎ＝282）

35～44
（ｎ＝281）

45～54
（ｎ＝155）

55～64
（ｎ＝22） ｐ値1）

医師がへき地での勤務を敬遠する理由
過疎地であり高齢化が進んでいる
医師の家族がへき地勤務を嫌がる ＊＊
不便で生活の場としての魅力が少ない
学会への参加や専門性を磨くのが難しい
診断や治療への助言等を受けるのが難しい ＊
当直回数が多くなり休日が少なくなりそう
総合医としての教育や研修を十分に受けていない
設備や医療機器が充実していないだろうから
その他

有効な診療科間の医師偏在の対策

有効なへき地での医師不足の対策
医学部入学において地域枠を設ける ＊
奨学金を出してへき地勤務を義務付ける
派遣の際に公務員等の身分保障を与える
派遣後に有給の長期自主研修を保証する
等を活用して診断・治療を支援する

ローテーション勤務体制を確立する
最新の高度な医療機器を導入する
期限を明記して医師要請プログラムに組み込む
単身赴任しやすい住環境等を整備する
へき地勤務にみあうように給与を手厚くする
その他 ＊＊

後期臨床研修で何らかの定員制を導入する
出産・育児後の再研修制度で復職を支援する ＊＊＊
集約化や再編により十分な医師数を開放する
女性医師のために院内保育所などを整備する ＊＊＊
オープンシステムで地域の医師に開放する
医師やコメディカル等の業務範囲を見直す
無過失保証制度により訴訟リスクを低減する
医師不足の診療科を給与面で優遇する
その他

中堅勤務医の開業が増加している理由
勤務時間や夜勤当直回数が多すぎる
期待される役割が多すぎる
人事面での処遇に不満がある
リスクの大きい患者をみなくてよい
院長になって経営をしたい
開業したら所得が増える
その他

有効な中堅勤務医の開業による医師不足への対策
医師数を増やして余裕のある勤務体制にする
医師以外の人員を増やして医師をサポートする
チーム医療により個人の負担を軽減する ＊＊
損害賠償責任保険料を病院が負担する
シフト勤務等の導入による連続勤務時間短縮 ＊＊
中堅勤務医の給料を引き上げる ＊＊
その他 ＊＊＊

注 1) 2 検定
2) 太字は年齢別の１番目と２番目に多いもの，各項目２つを選択した。
3) ＊＜0.05，＊＊＜0.01，＊＊＊＜0.001，
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遇する」「無過失保証制度により訴訟リスクを
低減する」を選択した者が多かった。25～34歳
では他の年齢層と比べ「出産・育児後の再研修
制度で復職支援」「女性医師のために院内保育
所などを整備する」が有意に高かった（ｐ
＜0.001）。

中堅医師の開業による医師不足への対策に関
しては，すべての年齢で「医師数を増やして余
裕のある勤務体制にする」「中堅勤務医の給与
引き上げ」を選択する者が多く，25～34歳では
他の年齢層と比べ「シフト勤務等導入による連
続勤務時間の短縮」が有意に高かった（ｐ
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（単位 人，（ ）内％）

年齢別４区分

25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳
ｐ値1）

勤務先の所在地
Ａ自分の地元など，ゆかりのある地域がよい
Ｂ自分が求められれば，地域や場所は関係ない
非常にＡに近い
ややＡに近い
ややＢに近い
非常にＢに近い

地域住民との関係
Ａプライベートでも地域住民と触れ合えるような地域環境がよい
Ｂプライベートに干渉されないような地域環境がよい ＊

非常にＡに近い
ややＡに近い
ややＢに近い
非常にＢに近い

ワーク・ライフ・バランスへの配慮
Ａ医師という職業を選んだ以上，プライベートよりも仕事優先になる
ことは仕方がない

Ｂ仕事と家庭が両立できてこそ，医師としてもよい仕事ができると思う ＊＊

非常にＡに近い
ややＡに近い
ややＢに近い
非常にＢに近い

診療の内容
Ａプライマリ・ケアを担う職場がいい
Ｂ専門領域において，まれな症例や難しい症例にあたれる職場がいい ＊＊＊

非常にＡに近い
ややＡに近い
ややＢに近い
非常にＢに近い

コメディカルとの協働
Ａコメディカルは，医師の言うことだけを実行するような職場環境がよい
Ｂコメディカルも積極的に意見を言えるような職場環境がよい
非常にＡに近い
ややＡに近い
ややＢに近い
非常にＢに近い

勤務先でのポスト
Ａ病院の経営や管理業務にもたずさわるポスト
Ｂもっぱら診療や治療に直接たずさわるポスト ＊＊＊

非常にＡに近い
ややＡに近い
ややＢに近い
非常にＢに近い

施設・設備の充実度
Ａ標準的な医療機器が備わっていればよい
Ｂ高度で最新の医療機器の導入に積極的な方がよい ＊＊

非常にＡに近い
ややＡに近い
ややＢに近い
非常にＢに近い

勤務先の経営状況
Ａおもに採算のとれる医療を行い，経営が安定しているところがよい
Ｂ経営的に不採算な医療も積極的に行っているところがよい ＊

非常にＡに近い
ややＡに近い
ややＢに近い
非常にＢに近い

注 1) 2 検定
2) 太字は年齢別の１番目に多いもの
3) ＊＜0.05，＊＊＜0.01，＊＊＊＜0.001，
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＜0.01）。

職場環境に関する考え方に関して，すべての
年齢層で同じ選択枝を多く選んでいたのは，勤
務先の所在地，地域住民との関係，コメディカ
ルとの協働であった。特に，コメディカルとの
協働に関してはすべての年齢層の80％以上が
「コメディカルも積極的に意見を言えるような
職場環境が良い」という項目にやや近いと回答
している。ワーク・ライフ・バランスへの配慮
に関しては，若い医師ほど「仕事と家庭が両立
出来てこそ医師としてよい仕事が出来ると思
う」を選択しており有意に高かった（ｐ
＜0.01）。

Ⅳ

今道らは，へき地に勤務する医師は，「診療
支援体制の強化」「複数勤務体制」「研修の充
実」「行政の理解と協力」「複数医師体制の確
保」「へき地・離島医療マニュアル」を求めて
いると報告している5)。勤務継続条件としては，
「複数医師体制」を重要としており，勤務自体
は嫌ではなく，支援体制が整えば「続けてもよ
い」と考えている5)6)と報告している。しかし，
本調査における有効なへき地での医師不足対策
には「ローテーション勤務体制の確立」と「給
与を手厚くする」と回答した者が多く，さらに
25～34歳の医師では，「医局に所属せず，つな
がりも深くない」約30％，「大学の派遣でもな
く，つながりも深くない」約34％と回答してお
り，他の年齢層と比較しても高い結果となって
いる。このことから，今後，本人の意思や希望
によって勤務先を決定していく若手医師が増加
することが予測され，へき地への派遣のロー
テーション化に関して全国規模の病院グループ
によるシステマティックな（行く年限が一定で
決まっており，戻る場所が保障されるような制
度としての対応）等が必要と考えられる。実際，
平成19年７月から厚生労働省では緊急臨時的医

師派遣システム7)を実施している。

診療科間の医師偏在の対策では，「出産・育
児後の再研修制度で復職を支援する」「女性医
師のために院内保育所などを整備する」が若い
年齢区分で有意に高かった。
他の診療科と比べ女性医師が多いとされ，本
調査においても女性の割合は約６割となってい
る産科・小児科と他科において，許容できる１
カ月の夜勤当直回数を比べると産科・小児科医
の方は「月４回まで」と多く，現状の当直回数
も４回と回答している者が74％いた。平成18年
度，20年度の診療報酬の改定で産科小児科への
診療報酬上の加算や充実が図られており，現場
での就労環境の工夫や改善に期待するところで
ある。
中堅医師の開業による医師不足対策では，

「医師数を増やして余裕のある勤務体制にす
る」「中堅勤務医の給与を引き上げる」を選択
している者が多く，「チーム医療により個人の
負担を軽減する」「シフト勤務等導入による連
続勤務時間短縮」という回答が若手医師で有意
に高く，特に産科や小児科など夜間も昼間と同
様に忙しい診療科ではこのようなシフト勤務へ
の取り組みも対策の１つとして考えられる。
現在の年収と希望する年収を比較すると，現
在の年収よりも１ランク（約250万円）の上昇
を望んでいるが，コンジョイント分析による医
師が望む勤務条件では，給与以外の非金銭的な
要因が医師の職場選択に大きな影響を与えてい
る8)ことが報告されており，お金以外の勤務条
件を職場選択としている。また，有効な診療科
間の医師偏在の対策として「無過失保障により
訴訟リスクを低減する」をすべての年齢層で多
く選択しており，突然訴訟される立場になるこ
とへの不安を減らすための何らかの制度を整備
していくことが望まれる。
調査の限界として，対象は研修医が多い臨床
研修病院に所属する勤務医であり，へき地の勤
務医の回答がないため一般化できない。また，
コメディカルとの協働における選択肢の表現が
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質問紙の作成にあたり極端な表現となっている。

Ⅴ

勤務医は，へき地への派遣にはローテーショ
ン勤務の確立が望ましいと考え，臨床現場にお
いては，シフト勤務，女性医師が産休・育休も
取れる体制，訴訟リスクの低減を必要としてい
ることが明らかになった。

本調査にご協力いただいたすべての関係者に
感謝申し上げます。この論文は，平成19年度厚
生労働科学研究費補助金政策総合科学推進研究
事業「医師の需給のあり方に関する研究」に加
筆したものである。
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